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（平成 30）年 4 月 1 日から障害者の法定雇用率を
引き上げた。法定雇用率の変更に伴い、障害者を
雇用しなければならない民間企業の事業主の範囲




年に日本標準産業分類（2007 年 11 月改定）に基
づく 18 大産業に属する常用労働者 5 人以上を雇
用する民営事業所に雇用されている身体障害者、
知的障害者及び精神障害者を対象とした調査が実




















































































































































で、開設年月は 2005 年 4 月であった。従業員数
は 8 名で、うち当事者数は 1 名であった。農地は





































































































































































































































































































































































































































査から－」『環境福祉学研究』2019 年、第 4 巻第 1 号、







学社会学会、2013 年、第 106 号、141-155 頁。
